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平成 15 年３月期  個別財務諸表の概要                    
     平成 15 年 5 月 30 日 

会 社 名  東洋合成工業株式会社 登録銘柄 
コ ー ド 番 号  4970 本社所在都道府県   千葉県 
（ＵＲＬ http://www.toyogosei.co.jp）  
代 表 者  役   職   名  代表取締役社長  

  氏        名  木 村  正 輝  
問い合わせ先  責任者役職名  常務取締役経理部長  

  氏        名  青 木  久 昂 TEL  (047)327－8080 (代表) 
決算取締役会開催日  平成 15 年 5 月 30 日 中間配当制度の有無    有   
定時株主総会開催日  平成 15 年 6 月 24 日 単元株制度採用の有無 有（1 単元  1,000 株） 
          
１．15 年３月期の業績 (平成 14 年４月１日～平成 15 年３月 31 日) 
  (1) 経営成績                                  (注)記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営  業  利  益 経  常  利  益 
  百万円  ％  百万円  ％  百万円  ％ 
15 年３月期 8,970 ( 14.1 ) 820 ( 54.7 ) 477 ( 136.4 ) 
14 年３月期 7,865 ( △18.8 ) 530 ( △61.8 ) 202 ( △82.5 ) 
             

 当 期 純 利 益(損失) １株当たり  当

期純利益(損失) 

潜在株式調整後
１株当たり当期利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本      
経常利益率 

売 上 高      
経 常 利 益 率 

  百万円  ％  円 銭 円 銭  ％  ％  ％ 
15 年３月期 243 ( ― ) 29 33 ― ― 4.2 2.4  5.3  
14 年３月期 △79 ( ― ) △11 31 ― ―  △1.7 1.0  2.6  

(注) ①期中平均株式数 15 年３月期 6,992,653 株 14 年３月期 6,993,130 株 

     ②会計処理の方法の変更        無 

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益(損失)におけるパーセント表示は、対前期増減率 

  (2) 配当状況 
１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 配 当 金 総 額 

 
  中   間 期   末 ( 年 間 ) 

配 当 性 向 
株  主  資  本 
配   当   率 

 円 銭 円 銭 円 銭  百万円  ％  ％ 
15 年３月期 10 00 5 00 5 00 69  28.8  1.4  
14 年３月期 5 00 2 50 2 50 34  ―  0.7  

(注)平成 15 年 3 月期期末配当金の内訳  普通配当 5 円 

 (3) 財政状態 
 総  資  産 株  主  資  本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

  百万円  百万円  ％ 円 銭 
15 年３月期 19,708  4,922  25.0  698 55 
14 年３月期 19,988  4,735  23.7  677 18 

(注) ①期末発行済株式数 15 年３月期  6,991,970 株 14 年３月期 6,993,130 株 

③期末自己株式数 15 年３月期 1,420 株 14 年３月期 260 株 

２．16 年３月期の業績予想 (平成 15 年４月１日～平成 16 年３月 31 日) 
1 株当り年間配当金  

売 上 高 経常利益 当期純利益 中 間 期 末  
  百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中間期  4,650    250   130 5 00 － － 
通  期  9,500    550  290 － 5 00 10 00 

(参考) １株当たり予想当期純利益 (通期) 36 円 61 銭 

※上記業績予想は、現時点における事業環境に基づくものであり、今後の事業環境の変化により実際の業績  

 が異なる可能性があります。 
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１．個 別 財 務 諸 表 等 

                              貸 借 対 照 表           
  (単位：千円、端数切捨て) 

第 52 期 
(平成 14 年３月 31 日現在) 

第 53 期 
(平成 15 年３月 31 日現在) 

期   別 
 
科   目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増 減 

( 資  産  の  部 )   ％   ％  
Ⅰ 流 動 資 産        

 1. 現 金 及 び 預 金  1,863,783   1,786,844   
 2. 受 取 手 形  165,787   164,996   
 3. 売 掛 金  1,570,216   1,408,096   

 4. 製 品  2,680,798   2,499,488   
 5. 原 材 料  469,683   484,994   
 6. 仕 掛 品  37,477   73,161   

 7. 貯 蔵 品  17,809   27,881   
 8. 前 払 費 用  26,358   51,285   
 9. 繰 延 税 金 資 産  130,837   83,128   

 10. そ の 他  181,667   31,408   
 11. 貸 倒 引 当 金  △1,742   △1,876   

流 動 資 産 合 計  7,142,679 35.7  6,609,408 33.5 △533,270 
Ⅱ 固 定 資 産        
 (1) 有 形 固 定 資 産        
  1． 建 物  2,870,886   2,840,599   

  2． 構 築 物  1,235,150   1,528,226   
  3． 機 械 及 び 装 置  3,329,930   3,158,032   
  4． 船 舶  252   252   

  5． 車 両 運 搬 具  12,266   12,080   
  6． 工具、器具及び備品  265,895   232,147   
  7． 土 地  3,887,905   3,887,905   

  8． 建 設 仮 勘 定  90,764   236,372   

   有形固定資産合計  11,693,051 58.5  11,895,616 60.4 202,565 
 (2) 無 形 固 定 資 産        

  1． 借 地 権  100,000   100,000   
  2． ソ フ ト ウ ェ ア  149,965   124,367   
  3． そ の 他  7,181   6,866   

   無形固定資産合計  257,146 1.3  231,234 1.2 △25,912 
 (3) 投資その他の資産        
  1． 投 資 有 価 証 券  200,552   242,237   

  2． 関 係 会 社 株 式  372,195   372,195   
  3． 出 資 金  600   600   
  4． 従業員長期貸付金  5,544   4,710   

  5． 繰 延 税 金 資 産  105,278   133,384   
  6． そ の 他  220,968   242,254   
  7． 貸 倒 引 当 金  △9,650   △23,502   

    投資その他の資産合計  895,490 4.5  971,880 4.9 76,390 
固 定 資 産 合 計  12,845,689 64.3  13,098,732 66.5 253,043 
資   産   合   計  19,988,368 100.0  19,708,140 100.0 △280,227 

        

 
 
 



           2   

(単位：千円、端数切捨て) 

第 52 期 
(平成 14 年３月 31 日現在) 

第 53 期 
(平成 15 年３月 31 日現在) 

期    別 
科    目 

金  額 構成比 金  額 構成比 
増 減 

( 負 債 の 部 )   ％   ％  
Ⅰ 流 動 負 債        
 1. 支 払 手 形  507,712   756,322   
 2. 買 掛 金  337,000   375,198   
 3. 短 期 借 入 金  3,840,000   2,820,000   
 4. 一年以内返済予定長期借入金  2,778,993   2,721,368   
 5. 未 払 金  94,467   166,419   
 6. 未 払 費 用  54,698   51,902   
 7. 未 払 法 人 税 等  3,650   185,817   
 8. 未 払 消 費 税 等  76,916   －   
 9. 預 り 金  26,046   9,431   
 10. 賞 与 引 当 金  152,536   181,901   
 11. 設 備 関 係 支 払 手 形  43,857   691,520   
 12. そ の 他  －   4,631   

流 動 負 債 合 計  7,915,878 39.6  7,964,514 40.4 48,635 
Ⅱ 固 定 負 債        

 1. 長 期 借 入 金  6,561,368   6,063,100   
 2. 退 職 給 付 引 当 金  650,010   643,957   
 3. 役員退職慰労引当金  125,499   114,349   

固 定 負 債 合 計  7,336,878 36.7  6,821,407 34.6 △515,471 
負   債   合   計  15,252,757 76.3  14,785,921 75.0 △466,835 
( 資 本 の 部 )        

Ⅰ 資 本 金  800,088 4.0  800,088 4.1 － 
Ⅱ 資 本 剰 余 金        
 1． 資本準備金 695,397   695,397    
  資本剰余金合計  695,397 3.5  695,397 3.5 － 
Ⅲ 利 益 剰 余 金        
 1． 利益準備金 110,769   110,769    
 2. 任意積立金        
 (1) 固定資産圧縮記帳積立金 214,083   214,083    
 (2) 別途積立金 2,850,000   2,850,000    
 3. 当期未処分利益 61,140   251,800    
  利益剰余金合計  3,235,993 16.2  3,426,652 17.4 190,659 
Ⅳ その他有価証券評価差額金  4,396 0.0  792 0.0 △3,603 
Ⅴ 自 己 株 式  △264 △0.0  △712 △0.0 △448 

資   本   合   計  4,735,611 23.7  4,922,219 25.0 186,608 
負 債・資 本 合 計  19,988,368 100.0  19,708,140 100.0 △280,227 

        



           3   

                                               損 益 計 算 書          (単位：千円、端数切捨て) 

第 52 期 
自平成 13 年４月 １日 
至平成 14 年３月 31 日 

第 53 期 
自平成 14 年４月 １日 
至平成 15 年３月 31 日 

増  減 
                   期    別 
 
科    目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 
   ％   ％  
Ⅰ 売    上   高         

 1． 商 品 売 上 高 60,976   49,880    

 2． 製 品 売 上 高 6,543,434   7,623,175    

 3． タ ン ク 営 業 収 入 1,214,102   1,272,721    

 4． そ の 他 売 上 高 47,048 7,865,562 100.0 25,200 8,970,977 100.0 1,105,415 

Ⅱ 売 上 原 価         

 1． 商 品 売 上 原 価        

 (1) 期首商品たな卸高 ―   ―    

 (2) 当 期 商 品 仕 入 高 57,684   47,816    

 
 

 合 計 57,684   47,816    

 (3) 期末商品たな卸高 ―   ―    

 商 品 売 上 原 価 57,684   47,816    

 2． 製 品 売 上 原 価        

 (1) 期首製品たな卸高 2,543,081   2,680,798    

 (2) 当期製品製造原価 5,212,230   5,699,295    

 
 

 合 計 7,755,312   8,380,094    

 (3) 他 勘 定 振 替 高 78,202   96,182    

 (4) 期末製品たな卸高 2,680,798   2,499,488    

 製 品 売 上 原 価 4,996,311   5,784,423    

 3． タ ン ク 営 業 原 価 742,129   833,879    

 4． そ の 他 売 上 原 価 22,059 5,818,185 74.0 20,185 6,686,304 74.5 868,118 

 売  上  総  利  益  2,047,376 26.0  2,284,673 25.5 237,296 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   1,516,764 19.3  1,463,990 16.3 △52,774 

 営 業 利 益  530,611 6.7  820,682 9.2 290,071 

Ⅳ 営 業 外 収 益         

 1． 受 取 利 息 1,592   549    

 2． 受 取 配 当 金 1,986   2,195    

 3． 受 取 保 険 金 4,707   13,214    

 4． 受 取 技 術 指 導 料 ―   12,421    

 5． 受 取 家 賃 4,772   5,827    

 6. 法人税等還付加算金 ―   5,242    

 7． 受 取 損 害 賠 償 金 5,172   ―    

 8． 雑 収 入 16,101 34,332 0.4 12,060 51,511 0.5 17,179 
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            (単位：千円、端数切捨て) 
第 52 期 

自平成 13 年４月 １日 
至平成 14 年３月 31 日 

第 53 期 
自平成 14 年４月 １日 
至平成 15 年３月 31 日 

増  減 
                   期    別 
 
科    目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 

Ⅴ 営 業 外 費 用         

 1． 支 払 利 息 266,211   246,905    

 2． 為 替 差 損 12,329   18,730    

 3. たな卸資産廃棄損 64,418   93,788    

 4． 雑 損 失 19,965 362,925 4.6 35,267 394,691 4.4 31,766 

 経 常 利 益  202,018 2.6  477,502 5.3 275,483 

Ⅵ 特 別 利 益    
 

     

 1．貸 倒 引 当 金 戻 入 額 152   ―    

 2．固 定 資 産 売 却 益 ― 152 0.0 6,931 6,931 0.1 6,778 

Ⅶ 特 別 損 失         

 1． 第３感光材工場操業停止損 149,855   ―    

 2． 固 定 資 産 除 却 損 106,454   43,865    

 3. 固 定 資 産 売 却 損 451   ―    

 4. 投資有価証券評価損 76,550   2,769    

 5. 関係会社株式評価損 10,000   ―    

 6. ゴルフ会員権評価損 2,350 345,660 4.4 470 47,104 0.5 △298,555 

 税 引 前 当 期 純 利 益 
（ 又 は 税 引 前 当 期 純 損 失 ） 

 △143,488 △1.8  437,329 4.9 580,817 

 法人税、住民税及び事業税 6,350   172,000    

 法 人 税 等 調 整 額 △70,776 △64,426 △0.8 22,222 194,222 2.2 258,649 

 当 期 純 利 益 
（ 又 は 当 期 純 損 失 ） 

 △79,062 △1.0  243,106 2.7 322,168 

 前 期 繰 越 利 益  157,685   43,657   

 中 間 配 当 額  17,482   34,964   

 当 期 未 処 分 利 益  61,140   251,800  190,659 
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利 益 処 分 (案)               (単位：千円、端数切捨て) 

                  期  別 
 
 科  目 

第 52 期 
自平成 13 年４月 １日 
至平成 14 年３月 31 日 

第 53 期 
自平成 14 年４月 １日 
至平成 15 年３月 31 日 

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益  61,140  251,800 

Ⅱ 利 益 処 分 額     

 1． 配 当 金 17,482  34,959  

 2． 役 員 賞 与 金 ―  38,000  

  (うち監査役賞与金) (―)  (4,600)  

 3． 任 意 積 立 金     

  別 途 積 立 金 ―  100,000  

  
固定資産圧縮記帳 
積 立 金 ― 17,482 5,758 178,717 

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益  43,657  73,082 
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 重 要 な 会 計 方 針   

期  別 
 
項  目 

第 52 期 
自平成 13 年４月 １日 
至平成 14 年３月 31 日 

第 53 期 
自平成 14 年４月 １日 
至平成 15 年３月 31 日 

１．有価証券の評価基準及び
評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法による原価法 

その他有価証券 
時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算
定） 
時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 
     同   左 

その他有価証券 
時価のあるもの 

同   左 
 
 
 

時価のないもの 
     同   左 

２．デリバティブ等の評価基
準 

デリバティブ 
 時価法 

デリバティブ 
 同   左 

３．たな卸資産の評価基準及
び評価方法 

製品、商品、原材料、仕掛品 
  総平均法による原価法 
貯蔵品 
 最終仕入原価法による原価法 

製品、商品、原材料、仕掛品 
        同   左 
貯蔵品 
 同   左 

４．固定資産の減価償却の方
法 

有形固定資産 
  定率法 

  ただし平成10年４月１日以降に取得し
た建物（建物附属設備を除く）については
定額法を採用しております。 
なお主な耐用年数は次のとおりであり

ます。 
建物      15年～50年 
構築物    10年～25年 
機械及び装置  7年～12年 

有形固定資産 
         同   左 

 無形固定資産 
自社利用のソフトウェアについては、社

内における見込利用可能期間(5年)に基づ
く定額法、それ以外の無形固定資産につい
ては、定額法を採用しております。 

無形固定資産 
 同   左 
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期  別 

 
項  目 

第 52 期 
自平成 13 年４月 １日 
至平成 14 年３月 31 日 

第 53 期 
自平成 14 年４月 １日 
至平成 15 年３月 31 日 

５．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 
債権の貸倒れに備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別
債権の回収可能性を考慮した引当額を
計上しております。 

(1)貸倒引当金 
 同   左 

 (2)賞与引当金 
      従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額のうち、当期発生分を計上
しております。 

(2)賞与引当金 
  同   左 

 (3)退職給付引当金 
従業員の退職金の支給に備えるた

め、当事業年度末における退職給付債
務の見込額に基づき、当事業年度末に
おいて発生していると認められる額を
計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の
費用としております。 

(4)役員退職慰労引当金 
役員退職慰労金の支出に備えるた 

め、内規に基づく期末要支給額を計上
しております。 

(3)退職給付引当金 
            同   左 
 
 
 
 
 
 
(4)役員退職慰労引当金 
 同   左 

６．リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によっており
ます。 

 同   左 

７．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 
金利スワップについては特例処理の条

件を満たしているため、特例処理を採用
しております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
 （ヘッジ手段） 
 金利スワップ 
 （ヘッジ対象） 
 借入金の利息 
(3)ヘッジ方針 

  金利リスクの低減のため、対象債務の
範囲内でヘッジを行っております。  

(4)ヘッジ有効性評価の方法 
特例処理によっている金利スワップに

ついては、有効性の評価を省略しており
ます。 

(1)ヘッジ会計の方法 
            同   左 
 
 
(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 （ヘッジ手段） 
         同   左 
 （ヘッジ対象） 
         同   左 
(3)ヘッジ方針 

          同   左 
  
(4)ヘッジ有効性評価の方法 

        同   左 

 
 
 
 
 
 
 
 



           8   

 
期  別 

 
項  目 

第 52 期 
自平成 13 年４月 １日 
至平成 14 年３月 31 日 

第 53 期 
自平成 14 年４月 １日 
至平成 15 年３月 31 日 

(1)消費税等の会計処理 
 同   左 

８．その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事
項 

(1)消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。 

 (2)自己株式及び法定準備金の取崩等に
関する会計基準 

 当事業年度より｢自己株式及び法定準
備金の取崩等に関する会計基準｣（企業
会計基準第1号）を適用しております。
これによる当事業年度の損益に与える
影響は軽微であります。  
 なお、財務諸表等規則の改正により、
当事業年度末における貸借対照表の資
本の部については、改正後の財務諸表等
規則により作成しております。 

 

 (3)１株当たり情報 
「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準第２号）及び「１
株当たり当期純利益に関する会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第
４号）が平成14年４月１日以後開始する
事業年度に係る財務諸表から適用され
ることになったことに伴い、当事業年度
から同会計基準及び適用指針によって
おります。 

 
(表示方法の変更)  

第 52 期 
自平成 13 年４月 １日 
至平成 14 年３月 31 日 

第 53 期 
         自平成 14 年４月 １日 

至平成 15 年３月 31 日 

（損益計算書） 
｢生命保険配当金｣は、当事業年度において、営業外収

益の総額の100分の10以下であるため、｢その他｣に含めて
おります。なお、当事業年度の｢その他｣に含まれている
｢生命保険配当金｣は56千円であります。 
｢たな卸資産廃棄損｣は前事業年度において、営業外費

用の｢雑損失｣に含めて表示しておりましたが、当事業年
度において営業外費用の総額の100分の10を超えたため
区分掲記しました。なお、前事業年度の営業外費用の｢雑
損失｣に含まれている｢たな卸資産廃棄損｣は10,642千円
であります。 

 
 

 
 (追加情報)  

第 52 期 
自平成 13 年４月 １日 
至平成 14 年３月 31 日 

第 53 期 
         自平成 14 年４月 １日 

至平成 15 年３月 31 日 

（自己株式） 
前事業年度末において、資産の部に掲記していた自己

株式（流動資産、264千円）は、財務諸表等規則の改正に
より、当事業年度末においては、資本の部の末尾に控除
方式で表示しております。 
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注 記 事 項 
 
（貸 借 対 照 表 関 係）  

第  52  期 
（平成14年３月31日現在） 

第  53  期 
（平成15年３月31日現在） 

１．減価償却累計額 １．減価償却累計額 

 建 物 2,666,433千円   建 物 2,894,543千円  
 構 築 物 3,791,336千円   構 築 物 3,942,291千円  
 機 械 及 び 装 置 8,503,393千円   機 械 及 び 装 置 8,643,632千円  
 船 舶 4,797千円   船 舶 4,797千円  
 車 両 運 搬 具 39,643千円   車 両 運 搬 具 42,092千円  
 工具、器具及び備品 1,318,257千円   工具、器具及び備品 1,404,127千円  

２．有形固定資産に含めて表示している休止固定資産は
次のとおりであります。 

   建物 578,821千円 
 

２． 

   構築物 45,630千円 
   機械及び装置 1,104,870千円 
   工具、器具及び備品 19,822千円 

 

 

３．担保に供している資産及びこれに対応している 債務 ３．担保に供している資産及びこれに対応している 債務 

  (1)担保に供している資産   (1)担保に供している資産 
 建 物 2,870,504千円   建 物 2,840,272千円  
 構 築 物 867,891千円   構 築 物 1,125,715千円  
 機 械 及 び 装 置 21,749千円   機 械 及 び 装 置 18,800千円  
 土 地 3,887,905千円   土 地 3,887,905千円  
 計  7,648,051千円   計  7,872,694千円  

      上記のうち工場財団設定分        上記のうち工場財団設定分  
 建 物 85,118千円   建 物 76,785千円  
 構 築 物 867,891千円   構 築 物 1,125,715千円  
 機 械 及 び 装 置 21,749千円   機 械 及 び 装 置 18,800千円  
 土 地 1,735,807千円   土 地 1,735,807千円  
 計 2,710,567千円   計 2,957,109千円  

 (2)上記に対応する債務  (2)上記に対応する債務 
 短 期 借 入 金 2,483,500千円   短 期 借 入 金 2,499,000千円  

 
一年以内返済予定 
長 期 借 入 金 

2,722,993千円  
 一年以内返済予定 

長 期 借 入 金 
2,637,368千円  

 長 期 借 入 金 6,417,368千円   長 期 借 入 金 6,003,100千円  
 計 11,623,861千円   計 11,139,468千円  

４．授権株式数及び発行済株式総数 ４．授権株式数及び発行済株式総数 

 授 権 株 式 数 20,000,000株    授 権 株 式 数  普通株式 20,000,000株 
 発 行 済 株 式 総 数 6,993,390株    発行済株式総数  普通株式 6,993,390株 

５． ５．自己株式 

    当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,420株
であります。 

６． ６．配当制限 

  商法第290条第１項第６号に規定する資産に時価を
付したことにより増加した純資産額は792千円であり
ます。 

７．受取手形割引高 ７．受取手形割引高 

 391,905千円   272,222千円  
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第  52  期 
（平成14年３月31日現在） 

第  53  期 
（平成15年３月31日現在） 

８．期末日満期手形 
期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当事業年度の
末日は金融機関が休日であるため、次の期末日満期手
形が、期末日残高に含まれております。   

８．   

受取手形 2,211千円    
支払手形 ― 千円    

９． 運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と
貸出コミットメント契約を締結しております。この契
約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のと
おりであります。 

９． 運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行お
よび取引生命保険会社１社と貸出コミットメント契
約を締結しております。この契約に基づく当事業年度
末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

 貸出コミットメントの総額 2,500,000千円   貸出コミットメントの総額 2,800,000千円  
 借 入 実 行 残 高  ― 千円   借 入 実 行 残 高  ― 千円  
 差引額 2,500,000千円   差引額 2,800,000千円  

 

（損 益 計 算 書 関 係）  

第 52 期 
自平成 13 年４月 １日 
至平成 14 年３月 31 日 

第 53 期 
自平成 14 年４月 １日 
至平成 15 年３月 31 日 

１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 １．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

 営 業 外 費 用 59,231千円   営 業 外 費 用 88,483千円  
 広 告 宣 伝 費 9,281千円   広 告 宣 伝 費 3,267千円  
 研 究 開 発 費 9,689千円   研 究 開 発 費 4,430千円  
 計 78,202千円   計 96,182千円  

２．  販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用 
  のおおよその割合は22%であり、一般管理費に属 
  する費用のおおよその割合は78%であります。 
    販売費及び一般管理費の主要費目及び金額は次の 
  とおりであります。 

２．  販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用 
  のおおよその割合は24%であり、一般管理費に属 
  する費用のおおよその割合は76%であります。 
    販売費及び一般管理費の主要費目及び金額は次の 
  とおりであります。 

 給 料 184,452千円   給 料 175,055千円  
 運 賃 116,580千円   運 賃 130,181千円  
 役 員 報 酬 97,137千円   役 員 報 酬 92,502千円  
 支 払 手 数 料 95,660千円   減 価 償 却 費 60,630千円  
 減 価 償 却 費 67,956千円   賞与引当金繰入額 25,313千円  
 賞与引当金繰入額 21,057千円   退 職 給 付 費 用 16,111千円  
 退 職 給 付 費 用 15,336千円   貸倒引当金繰入額 13,511千円  

３．販売費及び一般管理費に含まれている研究開発費 ３．販売費及び一般管理費に含まれている研究開発費 

  649,228千円    623,015千円  
４． ４．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  機 械 及 び 装 置 6,931千円  

５．第３感光材工場操業停止損は減価償却費であります。 ５． 

６．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ６．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

 建 物 1,656千円   建 物 2,839千円  
 構 築 物 82,016千円   構 築 物 3,587千円  
 機 械 及 び 装 置 15,367千円   機 械 及 び 装 置 36,472千円  
 工具、器具及び備品 7,413千円   車 輌 運 搬 具 132千円  
 計 106,454千円   工具、器具及び備品 832千円  
     計 43,865千円  

７．ゴルフ会員権評価損は、貸倒引当金繰入額であります。 ７．             同   左 
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（税効果会計関係） 
第  52  期 

（平成14年３月31日現在） 
第  53  期 

（平成15年３月31日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 

      繰延税金資産        繰延税金資産  
        賞与引当金 33,292 千円          賞与引当金 64,450 千円  
        退職給付引当金 192,490 千円          退職給付引当金 206,770 千円  
        役員退職慰労引当金 52,458 千円          役員退職慰労引当金 46,243 千円  

繰越欠損金額 94,743 千円  未払事業税 15,401 千円  
        その他 21,313 千円         その他 33,452 千円  

小  計 394,299 千円  小  計 366,318 千円  

     繰延税金負債    繰延税金負債   

     固定資産圧縮記帳積立金 △155,026 千円       固定資産圧縮記帳積立金 △149,267 千円  
その他有価証券評価差額金 △3,157 千円  その他有価証券評価差額金 △538 千円  

小  計 △158,183 千円  小  計 △149,806 千円  
          
    繰延税金資産純額 236,116 千円       繰延税金資産純額 216,512 千円  
      

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率 
   と差異の項目別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担  
  率と差異の項目別内訳 

   (%) 
    法定実効税率 41.74  
   （調整）   

税引前当期純損失が計上されているため記載しており
ません。 

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.20  
     住民税均等割等 1.45  
 税率変更による期末繰延税金資産の減額

修正 
0.98 

 

 その他 △0.96  
 税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.41  
    
 
 
 

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成
16 年４月１日以降解消が見込まれるものに限る。）に
使用した法定実効税率は、前期 41.74％、当期40.44％
であり、当期における税率の変更により、繰延税金資
産の金額が 4,287 千円減少し、有価証券評価差額金が
17 千円増加し、当期純利益が 4,305 千円減少しており
ます。 

 

 
（リース取引関係） 

当社は、証券取引法第27条の30の６の規定に基づき、電子開示手続きを行っておりますので、記載を省略して 
おります。 

 
 
（デリバティブ取引関係） 

当社は、証券取引法第27条の30の６の規定に基づき、電子開示手続きを行っておりますので、記載を省略して 
おります。 
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２．役 員 の 異 動 
(平成 15 年６月 24 日予定) 

 
１．代表者の異動     

 該当事項はありません。    

     

２．その他役員の異動  
 

  

 取締役の異動    

 （１） 新任取締役候補    

 取 締 役  稲 垣 毅 夫  （ 現  化成品事業本部長） 

 取 締 役  越 後 谷 桂 之 介   （ 現  顧問） 

   （注）越後谷桂之介氏は、商法第 188 条第２項第７号ノ２に定める社外取締役の候補者であります。 

      

 （２） 退任予定取締役     

       常 務 取 締 役   小  野  淳  一   

 取 締 役   小  澤    元   

      

 監査役の異動     

 （１） 新任監査役候補     

   常 勤 監 査 役  伊 藤  衛  （ 現  ﾛ ｼ ﾞ ｽ ﾃ ｨ ｯ ｸ 事業本部副本部長） 

 監査役(非常勤)  岡 野 早 苗   （ 現  ちばぎんﾃﾞｨｰｼｰｶｰﾄﾞ株式会社取締役相談役）

  （注）岡野早苗氏は、商法特例法第 18 条第 1項に定める社外監査役の候補者であります。 

      

 （２） 退任予定監査役     

   常 勤 監 査 役  井 上 清 司   

 監査役(非常勤)  山 澤 洋 二   

      

      

       

 
 


